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生食水発 0302 第 1 号 

平 成 28 年 ３ 月 ２ 日 

 

各都道府県水道行政担当部（局）長 殿 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局 

  生活衛生・食品安全部水道課長 

  （ 公  印  省  略 ） 

   

水道事業の広域連携の推進について 

 

 日本の水道は、平成 25 年度末で普及率 97.7％と大部分の国民が水道による水

の供給を受けている状況を実現するとともに、水質の面でも世界に誇る「安全

でおいしい水」の供給を達成していますが、一方で、管路をはじめとする水道

施設の老朽化、耐震性の不足、職員数の減少、人口減少による料金収入減とい

った課題に直面しており、国民生活に密着した重要なインフラである水道の持

続性を高める取組が喫緊の課題となっています。 

こうした状況を受け、厚生労働省では、これまでも都道府県に対して、都道

府県水道ビジョンの作成により都道府県内における水道事業が目指すべき方向

性等を示すことや、都道府県内の水道事業の広域化の推進を図っていただくこ

とをお願いしてきたところです。 
 
今般、水道事業の広域連携について、総務省より別添のとおり通知が発出さ

れました（「市町村等の水道事業の広域連携に関する検討体制の構築等について」

（平成 28 年２月 29 日付け各都道府県総務部長（市町村担当課、広域連携担当

課扱い）・各都道府県企業管理者宛総務省自治財政局公営企業課長・公営企業経

営室長通知）以下「総務省通知」という。）。 
 
広域連携は水道事業の基盤強化のための有力な方策であり、都道府県水道行

政担当部（局）におかれましては、総務省通知の趣旨を踏まえ、市町村担当課

等の関係部局と十分に連携・協力の上、市町村等の水道事業の広域連携につい

て、早期に検討体制を構築し、検討を進めていただくようお願いします。 
 
なお、総務省通知において、検討体制の設置状況等を調査し、公表する予定

であることが示されていますが、厚生労働省としても同調査を総務省と協力し

て実施するとともに、新水道ビジョン推進に関する地域懇談会等の場で都道府
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県における広域連携の推進状況についてフォローアップすることとしておりま

す。 
 
また、総務省通知において、各市町村等の現状分析及び将来予測を行うこと

を求めていますが、その実施にあたっては、各水道事業者におけるアセットマ

ネジメント（長期的視野に立った計画的資産管理）による更新需要の把握が有

効であることを申し添えます。 
 
厚生労働省においては、広域連携の推進を含む、水道事業の基盤強化方策に

ついて、平成 27 年９月より水道事業基盤強化方策検討会（座長：滝沢智 東京

大学大学院工学系研究科教授）を開催し検討を進め、平成 28 年１月に、都道府

県が推進役となって水道事業の広域連携を推進すべきこと等を内容とする「水

道事業の基盤強化方策に盛り込むべき事項」（以下「中間とりまとめ」という。）

をとりまとめましたのでお知らせします（「水道事業基盤強化方策検討会中間

とりまとめについて」（平成 28 年３月２日付け各都道府県水道行政担当部（局）

長宛厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部水道課事務連絡））。 

 なお、中間とりまとめで示された事項等については、厚生科学審議会生活環

境水道部会の下に設置した水道事業の維持・向上に関する専門委員会において

さらに議論を深める予定であります。 

 

本通知は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 245 条の 4 第 1 項（技術的

助言）に基づくものです。 

 


